
入札参加申請書
令和　　年　　月　　日

　群馬県前橋行政県税事務所長　渡邉　悟　あて

会社所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記のとおり、入札への参加を申請します。

記
１　入札案件
　　公告日　　令和８年１０月２１日
　　案　件　　前橋合同庁舎1,2階　デスク・椅子類等

２ 参加資格要件の確認（いずれかにチェックしてください）
	要　　　　件
	内　　　容
	備　考

	(1) 地方自治施行令第167条の4第1項
の規定に該当（裏面参照）
	☐該当しない　☐該当する
	

	(2) 群馬県財務規則
　　第170条第2項（入札参加制限）
	☐該当しない　☐該当する
	

	(3) 群馬県の指名停止措置
	☐該当しない　☐該当する
	

	(4) 会社更生法・民事再生法に基づく
　　手続開始の申立て
	☐該当しない　☐該当する
	



３　必要添付書類
　課税（免税）事業者届出書

４　入札製品
　　別紙　入札製品一覧表のとおり
※入札する製品について、入札製品一覧表（エクセルファイル）に入力し提出してください。
なお、参考製品以外の同等品で入札する場合は、申請前に担当者の了承を得た上で、メーカー、型番等を入札製品一覧表の所定欄に入力してください。






５　御担当者
	御担当者所属
	御担当者お名前
	連絡先電話番号

	
	
	





（裏面）
地方自治施行令（抜粋）
（一般競争入札の参加者の資格）
第百六十七条の四　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。
一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者

群馬県財務規則（抜粋）
（入札の参加者の制限）
第百七十条　契約担当者は、入札又は契約等に関して、政令第百六十七条の四第二項各号のいずれかに該当すると認められる者があるときは、直ちにその事実を書面により知事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の規定により報告を受けた場合において、政令第百六十七条の四第二項各号のいずれかに該当する事実があり、その者を一般競争入札に参加させることが適当でないと認めるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないものとする。
３　知事は、前項の措置を決定したときは、直ちにその旨を会計管理者並びに必要と認める契約担当者及び出納員に通知するとともに、本人に対し書面で通知しなければならない。


（様式１　Ａ４）　
課 税 事 業 者 届 出 書

　　令和　　年    月    日

  群馬県前橋行政県税事務所長　　あて
   　　　　　                    　
住  所　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名　　　
                       　　　　　     代表者職・氏名　　


  下記の期間については、消費税法の課税事業者（同法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者以外の者）であるので、その旨届出します。

記

        課税期間         自　　令和　　年　　月　　日
                         至　　令和　　年　　月　　日

        課税期間         自　　令和　　年　　月　　日
        （予定）         至　　令和　　年　　月　　日

注１）課税期間は、個人事業者については1月1日から12月31日まで、法人については事業年度となります。
注２）契約期間が課税期間を超える場合には、課税期間(予定)を記入してください。

（様式２　Ａ４）　
免 税 事 業 者 届 出 書
　　令和　　年    月    日

  群馬県前橋行政県税事務所長　　あて

                       　　住  所　　　
 　　　　　　　　　　　　　会社名　　　
                           代表者職・氏名　　　


  下記の期間については、消費税法の免税事業者（同法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者）であるので、その旨届出します。

記

        　免税期間       自　　令和　　年　　月　　日
                         至　　令和　　年　　月　　日

        　免税期間       自　　令和　　年　　月　　日
        　（予定）       至　　令和　　年　　月　　日

注１）免税期間は、個人事業者については1月1日から12月31日まで、法人については事業年度となります。
注２）契約期間が免税期間を超える場合には、免税期間(予定)を記入してください。


